
1 

 

 

 
身体拘束等適正化指針 

（社会福祉法人 広寿会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月１日 

 

 

 

 

 



2 

 

 

身体拘束等の適正化のための指針 

 

１ 本指針の作成の目的（基本的考え方） 

  身体拘束は、利用者の生活の自由を制限することであり、利用者の尊厳ある生活を阻むもの

である。足原のぞみ苑では、利用医者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化すること

なく、職員一人ひとりが身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止の意識を高め、身体拘束をし

ない支援・介護を実践するため本指針を作成する。 

 

２ 各基準省令に規定する身体拘束禁止規定の遵守 

  足原のぞみ苑は、以下の関係省令等基づき、利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を禁止する。 

 〇 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 39号） 

 〇 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和 41年厚生省令第 19号） 

 〇 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第3号） 

 

３ 身体拘束等の適正化に向けた体制 

  身体拘束等の適正化に取り組むため、足原のぞみ苑に身体拘束適正化検討委員会を設置する。 

 （１）委員会の構成 

     施設長、課長、管理者、生活相談員、介護支援専門員、介護職員、看護職員、事務員等 

 

 （２）委員会の開催 

     原則として、虐待防止対策委員会との同時開催とする（個別開催も可）。会議記録を供 

    覧し、全職員に周知するとともに身体拘束の弊害等について全職員が認識し、問題意識

を共有するよう、意識啓発のための活動を行う。 

  

（３）委員会の実施内容 

    身体拘束等適正化検討委員会は、やむを得ず身体拘束を行う時や解除に向けたモニタ

リングの際に開催する個別支援会議等と連携し、次の内容を実施する。 

  ① 足原のぞみ苑で身体拘束と考える具体例を検討する 

  ② 身体拘束等について報告するための様式を検討する 

  ③ 職員は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、②の様式に

従い身体拘束等について報告する 

  ④ ③により報告された事例を集計し、分析する 

  ⑤ 事例の分析に当たっては、身体拘束等の発生時の状況等を分析し、身体拘束等の発生

原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討する 

  ⑥ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底する 

  ⑦ 適正化策を講じた後に、その効果について検証する 
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４ 身体拘束等適正化のための研修に関する基本方針 

 （１）身体拘束等の適正化に向けて、基礎的内容の知識の普及・啓発を図ることを目的に実

施する。 

 （２）研修は年 1回以上全職員を対象に開催する。また必要に応じて臨時開催する。 

 

５ 身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針（身体拘束ゼロに向けて） 

  身体拘束を行う必要性を生じさせないために以下のことに取り組む。 

 （１）利用者が主体的に行動し尊厳ある生活を送れるよう支援する。 

 （２）言葉や対応等で、利用者の背心的な自由を妨げない。 

 （３）利用者の思いをくみとり、利用者の意向に沿ったサービスを提供し、多職種協働で個々

に応じた丁寧な対応に努める。 

 （４）利用者の安全の確保を理由として、入所者等の自由（身体的・精神的）を安易に妨げな

い。 

 （５）「やむを得ない」と身体拘束につながる恐れのある行為を行っていないか常に検証しな

がら、利用者に主体的な生活をしていただけるよう支援・介護を行う。 

 

６ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

  身体拘束等の事例については、その全ての案件を身体拘束等適正化検討委員会に報告する。 

 

７ 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合の対応方針 

  利用者の個々の心身の状況を勘案し、疾病・傷害を理解した上で、身体拘束を行わない支

援・介護の提供をすることが原則である。しかしながら、以下の３つの要素のすべてを満た

す状態にある場合は、必要最小限の身体拘束を行うことがある。 

（１）切迫性 

   利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高い

こと。 

 （２）非代替性 

    身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する支援・介護方法等がないこと。 

 （３）一時性 

    身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

    また、身体拘束を行う場合には、組織による決定と個別支援計画等への記載及び本人・

家族への十分な説明を行い、同意を得るととともに、必要な事項の記録及びモニタリン

グを徹底し、早期の身体拘束解除を目指す。 

 

８ 身体拘束の廃止に向けたマニュアル等の整備と活用 

 （１）足原のぞみ苑の「虐待防止マニュアル」及び「身体拘束廃止マニュアル」に基づき、身

体拘束をしない支援・介護に努める。 

 （２）マニュアルを定期的に見直し、最新情報を記載する。 
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９ 本指針の閲覧に関する基本方針 

  指針は公表し、利用者、家族、職員等がいつでも自由に閲覧することができる。 

 

 

附則 

 この指針は、令和６年４月１日より施行する。 
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様式１ 緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書  

 

緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書  

 

○ ○ ○ ○ 様 

 

１ あなたの状態が下記の①～③をすべて満たしているため、緊急やむを得ず、下記の

方法と時間等において最小限度の身体拘束を行います。 

２ ただし、解除することを目標に鋭意検討を行うことを約束いたします。 

記 

① 入所者（利用者）本人又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体が危険にさらさ

れる可能性が著しく高い 

② 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する看護・介護方法がない 

③ 身体拘束その他の行動制限が一時的である 

 

個別の状況による拘束の 

必要な理由 
 

身体拘束の方法 

〈場所、行為（部位・内容）〉 
 

拘束の時間帯及び時間  

特記すべき心身の状況  

拘束開始及び解除の予定 
月     日     時 から 

月     日     時 まで 

上記のとおり実施いたします。 

平成  年  月  日 

施設名 代表者              印 

記録者              印 

（利用者・家族の記入欄） 

上記の件について説明を受け、確認いたしました。 

平成  年  月  日 

氏名            印 

（続柄      ） 
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様式２ 緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察・再検討記録 

 

緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察・再検討記録  

 

○ ○ ○ ○ 様 

 

月日時 日々の心身の状態等の観察・再検討結果 カンファレンス参加者 
記録者 

サイン 

    

    

    

    

    

    

 


